
◎国立大学法人法の一部を改正する法律 
（令和五年一二月二〇日法律第八八号）   

一、 提案理由（令和五年一一月八日・衆議院文部科学委員会） 

○盛山国務大臣 この度、政府から提出いたしました国立大学法人法の一部を改正する

法律案について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 国立大学法人は、それぞれの強みや特色を生かして、教育、研究、そして、その成果

を生かした社会貢献に積極的に取り組んでいます。最近では、国際卓越研究大学制度の

創設や地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージの策定など、様々なステークホ

ルダーとともに、研究力の強化に向けて大学の活動を充実させる政策を進めているとこ

ろです。そのような中で、大学の大きな運営方針の継続性、安定性を確保することや、

多様な専門性を有する方々にも運営に参画いただくこと、また、大学の自律的な財務運

営を支えるためにも、規制を緩和することが必要です。 

 この法律案は、このような観点から、国立大学法人等の管理運営の改善並びに教育研

究体制の整備及び充実等を図るため、事業の規模が特に大きい国立大学法人についての

運営方針会議の設置及び中期計画の決定方法等の特例の創設、国立大学法人等が長期借

入金等を充てることができる費用の範囲の拡大、認可を受けた貸付計画に係る土地等の

貸付けに関する届出制の導入等の措置を講ずるとともに、国立大学法人東京医科歯科大

学と国立大学法人東京工業大学を統合するなどの措置を講ずるものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、事業の規模が特に大きいものとして政令で指定する国立大学法人には、中期

目標についての意見、中期計画の作成、予算及び決算の作成等に関する事項の決議、中

期計画等に基づく法人運営の監督、学長選考・監察会議に対する学長選考に関する意見

の陳述についての権限を有する運営方針会議を置くこととしております。また、その他

の国立大学法人も、長期かつ多額の民間資金を調達する必要があることなどの特別な事

情により、体制強化を図る必要があるときは、文部科学大臣の承認を受けて運営方針会

議を置くことができることとしております。 

 第二に、国立大学法人等が長期借入金や債券発行できる費用の範囲について、現行制

度上可能である土地の取得、施設の設置、整備、設備の設置に加え、先端的な教育研究

の用に供する知的基盤の開発、整備についても可能とすることとしております。 

 第三に、国立大学法人等の所有する土地等の第三者への貸付けについて、あらかじめ

文部科学大臣の認可を受けた貸付計画に基づいて土地等の貸付けを行う場合には、現行

制度上、個別の貸付けごとに必要となる文部科学大臣の認可を要せず、届出によって行

うことができることとしております。 

 第四に、国立大学法人東京医科歯科大学と国立大学法人東京工業大学を統合し、国立

大学法人東京科学大学とすることとしております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 



 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院文部科学委員長報告（令和五年一一月二〇日） 

○田野瀬太道君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国立大学法人等の管理運営の改善並びに教育研究体制の整備及び充実等を図

るために必要な措置を講ずるものであり、その主な内容は、次のとおりであります。 

 第一に、事業の規模が特に大きい国立大学法人において、運営方針会議を設置すると

ともに、中期計画の作成等について、運営方針会議の決議によるものとすること等の特

例を創設すること、 

 第二に、国立大学法人等が長期借入金や債券発行できる費用の範囲の拡大等の措置を

講ずること、 

 第三に、国立大学法人東京医科歯科大学と国立大学法人東京工業大学を統合し、国立

大学法人東京科学大学とすること 

などであります。 

 本案は、去る十一月七日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、本委員会に付

託されました。 

 本委員会におきましては、翌八日盛山文部科学大臣から趣旨の説明を聴取しました。

次いで、十日に質疑に入り、十四日には参考人から意見を聴取し、翌十五日質疑を終局

いたしました。十七日、討論、採決を行った結果、本案は賛成多数をもって原案のとお

り可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年一一月一七日） 

政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべき

である。 

一 特定国立大学法人の指定については、恣意的な運用を防ぐため、理事の員数以外に、

指標となる客観的・具体的基準を設定した上で、公正性・透明性を確保するため、そ

の指定に至る過程を公開すること。 

二 新設される運営方針会議について、学長選考・監察会議や経営協議会などの既存の

組織との役割の違いを明確にし、現場に混乱を生じさせることなく、国立大学の競争

力強化に資するガバナンス体制となるよう、制度の周知徹底を図ること。 

三 運営方針会議の審議事項が、大学における教育・研究の内容や方法などのマイクロ

マネジメントにわたることがないように運用すること。また、教育・研究分野の改廃

など組織の再編に関わる審議に当たっては、現場の教職員や学生等の意見を十分に反

映させるよう努めること。 



四 運営方針会議が国立大学法人の運営に関する重要事項を決定する権限を有する組織

であることを踏まえ、運営方針委員の選任において、ジェンダーバランスを始めとす

る委員の構成の多様性に留意し、その選定過程の透明性・公正性が担保される選任の

在り方について検討を行うこと。また、政府職員の新たな天下り先とならないよう留

意すること。 

五 運営方針委員の任命に係る文部科学大臣の承認に当たっては、これまでと同様大学

の自治を尊重するための制度的担保の重要性に鑑み、当該国立大学法人からの申出に

基づいた者について承認することとし、例えば、過去に政府の意に沿わない言動があ

った者等について、言論活動や思想信条を理由に恣意的に承認を拒否することのない

よう、大学の自主性・自律性に十分に留意すること。万一、承認を拒否する場合には、

その理由について丁寧に説明を行うよう努めること。 

六 運営方針委員及び学長が忠実義務や損害賠償責任を負っていることの趣旨を周知す

ること。 

七 長期借入金等の対象拡大及び土地等の貸付けの規制緩和については、大学の規模、

立地、信用力の違いによって、国立大学法人間での資金面における格差が必要以上に

広がることがないよう十分に留意すること。また、土地の貸付けについては、不適切

な利用による土地の占有が長期化しないこと、大学における輸出管理体制を整備して

いることを文部科学大臣の認可の際に確認すること。 

八 国立大学法人に特定、準特定、その他の大学等、新たな区分が創設されることによ

って、国立大学法人間の分断を生じさせないこと。 

九 国立大学法人全体の自主性・自律性の更なる向上及び競争力強化を図る観点から、

国立大学法人の運営に必要な財源の確保については、本法で措置されることとなる資

金調達方法の拡大等のための規制緩和にとどまることなく、更なる収益力の強化に積

極的に取り組むこと。また、大学等の教育機関への寄附を促進するため、寄附文化の

醸成を図るとともに、税制の見直し等の環境整備を行うこと。 

十 高等教育の果たす役割の重要性に鑑み、大学ファンドによる国際卓越研究大学に対

する助成のみならず、基礎研究をおろそかにすることのないよう、これまで措置され

てきた国立大学法人運営費交付金等の基盤的経費が確実に措置されるとともに、競争

的研究費を含む大学への資金が十分に確保されるよう、引き続き大学の長期的、安定

的な運営及び研究基盤構築のための財政措置を講ずること。 

十一 国際卓越研究大学の目的である世界最高水準の研究大学の実現を図るため、明確

な数値目標を設定するなど、我が国の大学における国際競争力強化及びイノベーショ

ン創出に向けたビジョンの明確化、可視化を図ること。 

十二 我が国の研究力の強化を図る観点から、研究人材の育成を図る取組を促進するこ

と。特に、研究人材の門戸を広げるため、高等学校段階において文系・理系の選択が

迫られる現状を改善し、文理融合に向けた総合的な教育課程の編成の支援に努めるこ



と。 

十三 地方創生の観点から大学の地域間格差を考慮することを前提に、世界的・地域的

な課題解決や最先端研究、イノベーションが起こる多様な大学を支援し、高等教育全

体の規模の適正化を図ること。 

三、参議院文教科学委員長報告（令和五年一二月一三日） 

○高橋克法君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、事業の規模が特に大きい国立大学法人についての運営方針会議の設置及

び中期計画の決定方法等の特例の創設、国立大学法人等が長期借入金等を充てることが

できる費用の範囲の拡大、認可を受けた貸付計画に係る土地等の貸付けに関する届出制

の導入等の措置を講ずるとともに、国立大学法人東京医科歯科大学と国立大学法人東京

工業大学を統合しようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、運営方針会議の仕組み

を国際卓越研究大学か否かにかかわらず設けることとした理由、運営方針委員の任命に

おける文部科学大臣の承認の在り方、本法律案の提出に至る経緯における公文書作成の

在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと

存じます。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民の宮口委員、日本共産党の

吉良委員、れいわ新選組の舩後委員より、それぞれ反対の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年一二月一二日） 

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、特定国立大学法人の指定については、恣意的な運用を防ぐため、理事の員数以外に、

指標となる客観的・具体的基準を設定した上で、公正性・透明性を確保するため、そ

の指定に至る過程を公開すること。 

二、新設される運営方針会議について、学長選考・監察会議や経営協議会などの既存の

組織との役割の違いや責任の所在を明確にし、現場に混乱を生じさせることなく、国

立大学の競争力強化に資するガバナンス体制となるよう、制度の周知徹底を図ること。 

三、運営方針会議の審議事項が、大学における教育・研究の内容や方法などのマイクロ

マネジメントにわたることがないように運用するとともに、教育・研究分野に係る組

織の再編に関わる審議に当たっては、現場の教職員や学生等の意見を十分に反映させ

るよう努めること。また、議事録を公開するなど、審議における透明性の確保に努め



ること。 

四、運営方針会議が国立大学法人の運営に関する重要事項を決定する権限を有する組織

であることを踏まえ、運営方針委員の選任において、ジェンダーバランスを始めとす

る委員の構成の多様性に留意し、その選定過程の透明性・公正性が担保される選任の

在り方について検討を行うこと。また、政府職員の新たな天下り先とならないよう留

意すること。 

五、学外者を運営方針委員として選任する際には、運営方針委員が、高度な専門性のみ

ならず、大学の自治や学問の自由に対する理解も求められることに留意するとともに、

経営面が過度に重視され、大学における教育研究活動が軽視されることのないように

留意すること。 

六、運営方針委員の任命に係る文部科学大臣の承認に当たっては、これまでと同様大学

の自治を尊重するための制度的担保の重要性に鑑み、当該国立大学法人からの申出に

基づいた者について承認することとし、例えば、過去に政府の意に沿わない言動があ

った者等について、言論活動や思想信条を理由に恣意的に承認を拒否することのない

よう、大学の自主性・自律性に十分に留意すること。万一、承認を拒否する場合には、

その理由について、当該国立大学法人及び広く国民に対し、丁寧に説明を行うよう努

めること。 

七、運営方針委員及び学長が忠実義務や損害賠償責任を負っていることの趣旨を周知す

ること。 

八、長期借入金等の対象拡大及び土地等の貸付けの規制緩和については、大学の規模、

立地、信用力の違いによって、国立大学法人間での資金面における格差が必要以上に

広がることがないよう十分に留意すること。また、長期借入金の借入れ等に当たって

は、その効果及びリスクを適切に評価し、国立大学法人としての財務状況の健全性を

損なうことのないよう留意するとともに、土地の貸付けについては、不適切な利用に

よる土地の占有が長期化しないこと、大学における輸出管理体制を整備していること

を文部科学大臣の認可の際に確認すること。 

九、国立大学法人に特定、準特定、その他の大学等、新たな区分が創設されることによ

って、国立大学法人間の分断を生じさせないこと。特に、運営方針会議の設置の有無

によって、国立大学法人運営費交付金等の基盤的経費の配分に差を設けるなどの取扱

いは行わないこと。 

十、国立大学法人全体の自主性・自律性の更なる向上及び競争力強化を図る観点から、

国立大学法人の運営に必要な財源の確保については、本法で措置されることとなる資

金調達方法の拡大等のための規制緩和にとどまることなく、更なる収益力の強化に積

極的に取り組むこと。また、大学等の教育機関への寄附を促進するため、寄附文化の

醸成を図るとともに、税制の見直し等の環境整備を行うこと。 

十一、高等教育の果たす役割の重要性に鑑み、大学ファンドによる国際卓越研究大学に



対する助成のみならず、基礎研究をおろそかにすることのないよう、これまで措置さ

れてきた国立大学法人運営費交付金等の基盤的経費が確実に措置されるとともに、競

争的研究費を含む大学への資金が十分に確保されるよう、引き続き大学の長期的、安

定的な運営及び研究基盤構築のための財政措置を講ずること。 

十二、国際卓越研究大学の目的である世界最高水準の研究大学の実現を図るため、明確

な数値目標を設定するなど、我が国の大学における国際競争力強化及びイノベーショ

ン創出に向けたビジョンの明確化、可視化を図ること。 

十三、国立大学法人東京医科歯科大学と国立大学法人東京工業大学の統合による国立大

学法人東京科学大学の新設に当たっては、統合に伴う負の影響を最小限にとどめると

ともに、その効果を最大化できるよう、在籍する学生や研究者、受験生などの関係者

への情報提供を適時適切に行うこと。 

十四、我が国の研究力の強化を図る観点から、研究人材の育成を図る取組を促進するこ

と。特に、研究人材の門戸を広げるため、高等学校段階において文系・理系の選択が

迫られる現状を改善し、文理融合に向けた総合的な教育課程の編成の支援に努めると

ともに、多様性の確保に資するため、理系分野の学生、研究者等に占める女性の割合

を向上させる取組を充実させること。 

十五、地方創生の観点から大学の地域間格差を考慮することを前提に、世界的・地域的

な課題解決や最先端研究、イノベーションが起こる多様な大学を支援し、高等教育全

体の規模の適正化を図ること。 

十六、文部科学省は、公文書等の管理に関する法律に基づき、法令の制定・改廃及びそ

の経緯等に係る公文書を適切に作成・整理・保存する等により、現在及び将来の国民

への説明責任を十分に果たすことができるようにすること。 

  右決議する。 

 


